　　高知県地域林業総合支援事業実施要領
第１　趣旨
　　　自らの創意及び工夫による森林資源を有効に活用し、森林及び林業を核とした地域振興、担い手育成、森林の健全な維持管理等を目的とした取組等に対し総合的に支援する。
第２　補助対象事業
（１）事業期間
      原則、単年度とする。
（２）その他
　機械の有効利用の観点から、当該地域又は事業の実情等に即し、必要があると認められる場合は、中古品の機械を補助対象とすることができるものとする。ただし、その場合には、次の要件を全て満たしていることとする。
ア　正規の販売店の取扱いに係るものであること。
イ　別紙１による証明書により、導入した年度を含め４年以上の稼動が見込まれること。
ウ　万一機械が故障等により稼動できなくなった場合であっても、事業主体が自力で修理し、又は更新して導入した年度を含め４年間以上稼動することを別紙２による確約書により確約すること。
エ　導入する機械の使用年数が「森林整備事業建設機械経費積算要領」（平成11年４月１日付け林野計第134号林野庁長官通達）の「別表第２　建設機械損料算定表」における標準使用年数（該当する機械がない場合は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に規定する耐用年数）を超えないこと。
第３　事業計画の策定
　補助事業者が事業を実施しようとするときは、別紙３－１（市町村が補助事業者になることができない場合であって知事が特に認めたものが補助事業者になるときは、別紙３－３）による高知県地域林業総合支援事業実施計画協議書＜個表＞（以下「実施計画協議書」という。）を所管の林業事務所を経由して、木材産業振興課長に提出しなければならない。
　　また、広域活動団体にあっては、別紙３－２による実施計画協議書を木材産業振興課長に提出しなければならない。
　
第４　事業計画の決定
（１）計画のヒアリング
　林業事務所長、木材産業振興課長及び関係する所属長（以下「所長等」という。）は、実施計画協議書の提出があった場合は、事業計画のヒアリング等を行うものとする。
　なお、補助事業者はヒアリングに際し、事業計画の内容が、機械、施設等の購入又は設置の場合は、別紙４の機械及び施設等の利用計画を、事業主体が林業者等の組織する団体（３名以上で組織する林業・木材生産を業とする団体）の場合は団体の設立の根拠となる規約等を提出するものとする。
（２）計画の審査
      所長等は、(１)の規定によるヒアリング等を行った事業計画について、別記「高知県地域林業総合支援事業審査基準（以下「審査基準」という。）により採択の適否についての審査を行うに当たって、林業事務所長は、木材産業振興課長に別紙５により副申するものとし、副申に当たっては、実施計画協議書、別記審査基準に定める高知県地域林業総合支援事業審査表（以下「審査表」という。）及びヒアリング時に徴収した資料の全部を併せて提出するものとする。
（３）計画の採択
　　木材産業振興課長は、林業事務所長から提出があった副申及び広域活動団体から提出があった実施計画協議書を精査し、別記審査基準により優先順位を決定して順位の高いものから事業計画の採択及び補助金額の内定を行うこととし、その結果を林業事務所長及び広域活動団体に通知するものとする。
（４）採択等の通知
　事業計画の採択又は不採択の通知を受けた林業事務所長は、補助事業者にその内容を通知するものとする。
第５　委任 　
      この要領に定めるもののほか、この事業の実施に必要な事項については、知事が別に定める。
別紙１
証　　　　　明　　　　　書
（　事業主体名　）　　　様
　下記の　　（機種名）　は、　　（導入機械施設の使用用途）　としての使用については、導入後、　　　年間十分に使用可能であることを証明します。
記
１　会社名
２　機種名
３　製造年月日
４　製造番号
５　使用年数等（稼働時間、走行距離等）
　　　（令和　　年　　月　　日現在）
６　導入後使用可能な年数又は稼働時間・走行距離等
７　証明根拠
(注)　証明根拠となる資料を添えてください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　証　明　者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
別紙２
確　　　　　約　　　　　書
高知県知事　　　　　　　　　　様
　高知県地域林業総合支援事業で導入を予定している下記の（導入機械施設の使用用途）機械施設について、故障等により稼動が困難になった場合は、自力により修理し、又は更新して導入年度を含め４年以上の稼動を確約します。
記
１　会社名
２　機種名
３　製造年月日
４　製造番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業主体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　
別紙３－１（市町村等用）
高知県地域林業総合支援事業実施計画協議書＜個表＞
	市町村等名
	

	事　業　名
	

	箇　所　名
	
	事業主体名
	

	地域の現状及び課題
	

	

	事業目的
	

	

	事業内容
	

	

	関係法令等
	

	

	予算議決時期
	令和　　年　　月　議会　議会提出（予定）

	総事業費
	補助対象経　　費
	財　　源　　内　　訳
	その他の
経費
	摘　要

	
	
	県補助金
	一般財源
	地方債
	その他
	
	

	　　千円

	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	地方債の種類
（　　　　）


	事業実施期間
	令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

	担当課・担当者職・氏名等
	


(注）１　「摘要」欄の括弧の下には、事業主体に係る消費税の課税方式等（非課税、原則課税方式又は簡易課税方式の別）を記入し、課税事業者にあっては、消費税に係る直近の確定申告書を添えてください。
　　 ２　原則課税方式により消費税を納付する事業主体が実施する事業については、「補助対象経費」欄は、消費税を抜いた金額を記入し、消費税は、「その他の経費」欄に記入してください。
　　３　林業機械を導入し、森の工場で利用する場合は、その旨を「事業内容」欄に記入するとともに、該当する「森の工場事業実施計画書」、「高知県森の工場事業実施計画の承認について」等の写しを添えてください。
別紙３－２（広域活動団体用）
高知県地域林業総合支援事業実施計画協議書＜個表＞
	事業主体名
	

	事　業　名
	

	地域の現状及び課題
	

	

	事 業 目 的
	

	

	事 業 内 容
	

	

	総事業費
	補助対象経費
	財　　源　　内　　訳
	その他の
経　　費
	摘　要

	
	
	県補助金
	自主財源
	その他
	
	

	　　千円

	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	

	事業実施期間
	令和　年　月　日　～　令和　年　月　日

	担当者職・氏名等
	


（注）１　「摘要」欄の括弧の下には、事業主体に係る消費税の課税方式等（非課税、原則課税方式又は簡易課税方式の別）を記入し、課税事業者にあっては、消費税に係る直近の確定申告書を添えてください。
　　 ２　原則課税方式により消費税を納付する事業主体が実施する事業については、「補助対象経費」欄は、消費税を抜いた金額を記入し、消費税は、「その他の経費」欄に記入してください。
　　　　３　林業機械を導入し、森の工場で利用する場合は、その旨を「事業内容」欄に記入するとともに、該当する「森の工場事業実施計画書」、「高知県森の工場事業実施計画の承認について」等の写しを添えてください。
別紙３－３（知事が特に認めたもの用）
高知県地域林業総合支援事業実施計画協議書＜個表＞
	市町村名
	

	事　業　名
	

	箇　所　名
	
	事業主体名
	

	地域の現状及び課題
	

	

	事業目的
	

	

	事業内容
	

	

	総事業費
	補助対象経　　費
	財　　源　　内　　訳
	その他の
経費
	摘　要

	
	
	県補助金
	自主財源
	その他
	
	

	　　千円

	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	

	事業実施期間
	令和　年　月　日　～　令和　年　月　日

	担当課・担当者職・氏名等
	


(注）１　「摘要」欄の括弧の下には、事業主体に係る消費税の課税方式等（非課税、原則課税方式又は簡易課税方式の別）を記入し、課税事業者にあっては、消費税に係る直近の確定申告書を添えてください。
　　２　原則課税方式により消費税を納付する事業主体が実施する事業については、「補助対象経費」欄は、消費税を抜いた金額を記入し、消費税は、「その他の経費」欄に記入してください。
　　３　林業機械を導入し、森の工場で利用する場合は、その旨を「事業内容」欄に記入するとともに、該当する「森の工場事業実施計画書」、「高知県森の工場事業実施計画の承認について」等の写しを添えてください。
別紙４                                          
機械及び施設等の利用計画
１．機械・施設導入計画　　　　　　 （補助事業者名：　　　　　　）　 No.　 
	事業主体
	内　容
	現　状
(導入前)
	計　画
(導入後３年目)
	期待される効果

	(所在・名称)
	構成員
(又は従業員数)
	
	
	

	
	生産品目
(又は取扱品目)
	
	
	

	
	年間生産量
(又は年間取扱量)
	
	
	

	
	出資金
(又は資本金)
	
	
	

	導入する機械・施設の内容

	機械・施設名
	構造規格又は規模
	数量
	導入予定年月
	取得予定価格
	耐用年数
	備考

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


(注）１　「生産品目（取扱品目）」欄及び「生産量（取扱量）」欄は、主な生産品目（取扱品目）及び導入する機械、施設等に係る品目が異なる場合は、二段書きする等適宜記入してください。
２　「期待される効果」欄は、市町村等の立場から、期待する効果を記入してください。
２．年度別利用計画
	区　分
	利　　　用　　　計　　　画

	
	令和　　年度
（導入年度）
	令和　　年度
（導入後１年目）
	令和　　年度
（導入後２年目）
	令和　　年度
（導入後３年目）

	
	利用量
	稼働日数
	利用量
	稼働日数
	利用量
	稼働日数
	利用量
	稼働日数

	
	
	
	
	
	
	
	
	


(注）１　導入する機械、施設等が生産（又は販売）のための機械、施設等の場合は、事業全体の生産（又は販売）計画量及びうち導入機械による生産（又は販売）計画量を記入してください。その他の場合には、利用人数、利用日数等適宜記入してください。
　　２　「森の工場」で利用する林業機械を導入する場合は、「森の工場」での利用量（上段）及びそれ以外での利用量も含めた全体の利用量（下段）を２段書きしてください。
別紙５
第　　　　　　号
令和　年　月　日
　木材産業振興課長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　長
高知県地域林業総合支援事業費補助金に係る事業計画の審査について（副申）
　このことについて、高知県地域林業総合支援事業実施要領第４の(２)の規定に基づき、下記意見を付して進達します。
記
	補助事業者名
	事業主体名
	事　業　名
	採択の
適・否
	備　　考

	
	
	
	適・否
	

	
	
	
	適・否
	

	
	
	
	適・否
	

	
	
	
	適・否
	

	
	
	
	適・否
	

	
	
	
	適・否
	

	
	
	
	適・否
	

	
	
	
	適・否
	


(注)　１  審査を実施した事業の事業実施計画協議書及びヒアリング時に徴収した資料の全部を添えてください。
(注)　２ 「採択の適否」欄が否の場合には、「備考」欄にその理由を簡潔に記入してください。
別記
高知県地域林業総合支援事業審査基準
１．採択基準
　　事業の種類にかかわらず、地域の自主性及び当該地域における市町村等の森林・林業施策の展開方針を最大限尊重することとし、次に掲げる事項を採択の基準及び審査事項とする。
　（１）地域の実情や住民ニーズに即応した適切な目標設定が行われていること。
　　　＜審査事項＞
　　　　・課題把握の的確性（森林荒廃の改善、木材需要の喚起等）
　　　　・設定目標の妥当性（森林資源の循環的利用、環境への貢献、雇用の創出等）
        ・政策形成方針の明確性（市町村計画に明確かつ重要な位置付け等）

　　　　・地域における公益性（事業主体以外の受益等）

　（２）実施する施策に有効性が認められること。
      ＜審査事項＞
        ・施策の検討熟度（実施上の問題点の整理、手法の検討熟度等）
        ・選択した施策の効果度（ニーズに対する有効度、効果度等）
　（３）投資効果が認められること。
      ＜審査事項＞
 　     ・費用対効果の妥当性（最小投資による最大効果の達成度等）
        ・事業実施のタイミング（緊急実施の必要性等）
　（４）事業推進に向けた環境が整っていること。
     ＜審査事項＞
　　　 ・関係者の合意形成状況（合意形成度合、地域全体の支持度合等）
       ・推進体制（実施に向けた推進体制度合）
       ・収入確保の見通し（販売先との連携等）

　（５）将来の財政負担等への対応が考慮されていること。
　　 ＜審査事項＞
       ・財政支援状況（市町村の積極的な財政支援度合等）
       ・将来の財政負担への対応（将来の財政負担の軽減度合、地域産業としての自立度合等）
（６）国の補助事業など、他の補助事業で実施可能かどうか検討されていること。

　 ＜審査事項＞

　　 ・他の補助事業での実施検討の有無（他の補助事業の活用方法を検討した結果の検証等（※地方創生関連の交付金を含む））

　（７）その他
次に掲げる事業は採択しない。
・ 他の補助事業で実施可能と見込まれる事業

・ 公用施設整備、運転資金、維持管理に係る事業その他補助事業の趣旨に合わない事業

・ 生産性の向上等事業効果が期待できない単なる機械、施設等の更新事業

・ 事業完了後に継続した効果が期待できない単発的なイベント事業
　　　　　・ 林業雇用創出事業については、林業労働力の確保の促進に関する法律（平成８年法律第45号）に基づく改善計画の認定を受ける予定がない林業事業体が実施する事業
２．審査方法
　１の(１)から(７)までの要件についてそれぞれ審査し、別紙「高知県地域林業総合支援事業審査表（以下「審査表」という。）に必要事項を記入する。なお、○×の評価は、審査表の「評価」欄に記入する。
３．判定方法
    １の(１)から(７)までの要件の全てに○のものを適、一つでも×があれば否と審査表の「判定」欄に記入する。
４．採択の方法と優先順位の評価

 　 ３で適と判定されたものについて、優先順位の高いものから採択する。優先順位は、次の①から④までの観点から木材産業振興課長が決定することとし、原則としてＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄ又はＥ（優先順位の上位のものからＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄ又はＥの順とする。）の評価により行うものとする。
      ①森林資源を活用した新しい取組であるか。（配点：25）
　　　②事業実施後も継続した効果が期待できるか。（配点：20）
　　　③地域で事業実施に対する盛上がりがあり、定住促進又は新規雇用に寄与することができる取組であるか。（配点：35）
④事業推進体制が整備され、緊急性を要する取組であるか。（配点：20）
　　評点は、①から④までの配点に（Ａ：1.0）、（Ｂ：0.8）、（Ｃ：0.6）、

（Ｄ：0.4）、（Ｅ：0.2）の各数値を乗じた数値の合計とする。なお、評点が７０点未満の事業については、不採択とする。

別紙　　　　　　　　　高知県地域林業総合支援事業審査表
	補助事業者名
	
	判定
	

	事 業 名
	
	事業主体名
	

	【事業の概要】
	【補助金額等】
総事業費：　　   　　　千円
補助対象経費：　　    　 　千円　
県補助金：　　　   　　千円　
市町村費：　　　   　　千円
事業主体負担金：　　　　　　 千円

	審  査  区  分
	審  査  内  容
	評価

	１　地域の実情又は住民ニーズに即応した適切な目標設定が行われていること
	
	

	２　実施する施策に有効性が認めら
れること

	
	

	３　投資効果が認められること

	
	

	４　事業推進に向けた環境が整って
いること

	
	

	５　将来の財政負担等への対応が考
慮されていること

	
	

	６　国の補助事業など、他の補助事業で実施可能かどうか検討されていること
	
	

	７　その他
	
	

	
	
	

	総　　合　　所　　見

	


　（注）　原則課税方式により消費税を納付する事業主体が実施する事業については、「補助対象経費」は、消費税を抜いた金額とします。




